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令和４年度一般会計当初予算の概要

　財政基盤の安定や多様な市民
の皆さんのニーズに応じた自主
性のあるサービスを提供するた
めには、一般的に自主財源の比
率が高いことが望ましいと言わ
れています。
　市の一般財源総額に占める自
主財源の割合は21.7%であり、
国や県からもらえるお金や借金
に依存している構造となってい
ます。
　また、災害復旧事業に伴い、
国庫支出金、県支出金、市債が
前年度から増加しています。

　歳出予算を目的別で見ると、民生費、
総務費、災害復旧費の全体に占める割
合が大きくなっています。
　前年と比較すると、令和３年７月豪
雨災害に伴う災害復旧費が大幅に増加
したほか、文化施設修繕や小中学校ト
イレの洋式化工事、Ｇ

ギ
ＩＧ

ガ
Ａスクール

の推進などにより教育費が、コロナ禍
からの経済回復のための対策により商
工費が増額となっています。

[ 歳出 ]

  基本的な考え方　
　令和４年度当初予算は、昨年７月の豪雨災害からの復旧・復興を最優先課題として編成しました。
　あわせて新型コロナウイルス感染症の影響に配慮した対応がとれるよう、繰越明許費と合わせて予算
措置することとしました。

地域の活力を取り戻す「復興元年」に

[ 歳入 ]

歳入
315.3億円

自主財源
21.7%

依存財源
78.3%

市税
12.1%　38.4億円

分担金・負担金
0.9%　2.8億円

使用料・手数料
0.9%　2.7億円

繰入金
5.0%　15.7億円

繰入金
5.0%　15.7億円

諸収入
1.8%　5.6億円

財産収入等
1.0%　3.2億円
財産収入、寄附金など

財産収入等
1.0%　3.2億円
財産収入、寄附金など

地方交付税
41.2%　130億円

市の行政運営に必要な歳出総額のうち
市税等で賄えない部分を国が計算して補てんするもの

地方交付税
41.2%　130億円

市の行政運営に必要な歳出総額のうち
市税等で賄えない部分を国が計算して補てんするもの

地方譲与税等
3.8%　12.0億円

国税の一部を道路延長などによって
地方へ配分されるもの

国庫支出金
11.9%　37.4億円
国庫支出金

11.9%　37.4億円

県支出金
8.7%　27.6億円
県支出金

8.7%　27.6億円

市債
12.7%　40億円
事業をするときに

国や金融機関からする借金

市債
12.7%　40億円
事業をするときに

国や金融機関からする借金

議会費　0.6%　1.8億円
議員報酬、議会運営など

総務費　13.3%　42.0億円
自治振興費、税務管理費、電算経費など
総務費　13.3%　42.0億円

自治振興費、税務管理費、電算経費など

民生費
20.9%　65.8億円
福祉、子育てなど

衛生費　　　
10.7%　33.8億円　　

病院事業補助
清掃・火葬・環境衛生
組合負担金など

衛生費　　　
10.7%　33.8億円　　

病院事業補助
清掃・火葬・環境衛生
組合負担金など

労働費
0.2%　0.7億円農林水産業費

7.6%　24.0億円
農業、畜産、林業振興など

農林水産業費
7.6%　24.0億円

農業、畜産、林業振興など

商工費　1.9%　5.8億円
商業、観光振興など

商工費　1.9%　5.8億円
商業、観光振興など

　　　　土木費
　　8.0%　25.1億円
道路、河川、公共下水道など

　　　　土木費
　　8.0%　25.1億円
道路、河川、公共下水道など

消防費
3.4%　10.6億円

消防費
3.4%　10.6億円

教育費
9.0%　28.5億円

小中学校、幼稚園、社会教育など

教育費
9.0%　28.5億円

小中学校、幼稚園、社会教育など

災害復旧費
12.6%　39.8億円

公債費
11.8%　37.2億円
借入したお金を
返済するための費用

歳出
315.3億円
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　歳出予算を使われる目的の性質別に
分類すると、各種補助金や一部事務組
合・公営企業（水道・下水・病院）等
への負担金・補助金にかかる費用であ
る補助費などの割合が16.8%と最も
高くなっています。
　次いで人件費、物件費、災害復旧費、
扶助費の順となっています。
　また、ふるさと納税の増加により積
立金（円グラフではその他に含まれま
す）が対前年度比22.4%増となって
います。

　収入のうち、給与の基本給にあたる地方税より、地方交付税など
諸手当の割合が非常に多くなっています。
　支出は、会合の会費・援助が約16.8%と高く、次いで災害復旧
事業により家の修繕の割合が高くなっています。
　また、借金の返済よりも借入の方が多く、借金残高が増える要因
となっています。

  雲南市の家計簿　
　令和４年度の雲南市一般会計当初予算を、月収40万円の家庭の家計簿に例えてみました。

  性質別予算　

《収入》 （単位：円）

給与
基本給 48,653 市税

諸手当 262,554 地方交付税、地方譲与税等
国庫・県支出金

パート収入 14,118 分担金・負担金
使用料・手数料、諸収入

その他の臨時収入 3,949 寄附金、財産収入
貯金の引き出し 19,869 繰入金
借入金 50,730 市債
前月の残金 127 繰越金

合　計 400,000

《支出》 （単位：円）
食費 53,598 人件費
医療費 49,565 扶助費
学費・光熱費・日用品費 51,129 物件費

家の修繕 3,307 維持補修費、
災害復旧費

電化製品・車の購入 38,762 普通建設費
仕送り 33,790 繰出金
会合の会費・援助 67,124 補助費等
借金の返済 47,249 公債費
貯金 4,047 積立金
その他 51,429 その他

合　計 400,000

性質別
歳出

義務的経費
37.6%
義務的経費
37.6%

投資的経費
22.3%
投資的経費
22.3%

その他の経費
40.1%

その他の経費
40.1%

人件費
13.4%　42.2億円

公債費　　　　
11.8%　37.2億円　
借入したお金を
返済するための費用

公債費　　　　
11.8%　37.2億円　
借入したお金を
返済するための費用

扶助費
12.4%　39.1億円
福祉・医療の
ための費用

扶助費
12.4%　39.1億円
福祉・医療の
ための費用

普通建設事業費
9.7%　30.6億円
普通建設事業費
9.7%　30.6億円災害復旧費

12.6%　39.8億円

物件費
12.8%　40.3億円
光熱水費、消耗品費
施設の管理費など

物件費
12.8%　40.3億円
光熱水費、消耗品費
施設の管理費など

補助費等
16.8%　52.9億円
各種補助金、負担金など

補助費等
16.8%　52.9億円
各種補助金、負担金など

繰出金
8.4%　26.6億円
特別会計等へ
支出される費用

繰出金
8.4%　26.6億円
特別会計等へ
支出される費用

その他　2.1%　6.5億円
積立金、貸付金など
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令和３年７月豪雨災害からの復旧・復興 

　令和３年７月の豪雨により市内全域で多数の被害
が発生し、特に三刀屋町、吉田町、掛合町では甚大
な被害が発生しました。
　市内全域の災害復旧には３年程度の期間を要する
見込みですが、１日も早い復旧・復興に向け、全力
で取り組みます。

  災害復旧への対応　

 ■公共土木施設災害（市道・河川）　� （建設部公共土木災害復興チーム）

　公共土木施設災害は、今年度中に全体の９割強の工事発注を終えるように計画しています。

 ■農林施設災害（農地・農業用施設・林道）　� （農林振興部農林災害復興チーム）

　農地・農業用施設は被災箇所が多いため、まずは今年の作付けに間に合うように必要な水利などの応急工事
を行ってきました。今後は個別設計の実施や国の審査を受け本格的な復旧工事の発注を進め、営農活動の早期
再開に向け取り組みます。

 ■災害関連工事　
　公共施設や観光施設、住居に影響を及ぼした裏山やがけ地崩壊などの復旧を
行います。

  被災された方へ　

 ■被災者生活再建支援事業　� 　1,500万円　（防災部くらし安全室）

　住居に被害を受けた世帯に対し、生活再建のための支援金を支給します。

 ■営農継続補助金　� 　200万円　（農林振興部農政課）

　災害の影響により水稲などの作付けができない農地について、営農意欲の維持を図り耕作放棄地の拡大を防
ぐため、農地の維持管理経費の一部を助成します。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

公共土木施設災害
31.6億円

農 林 施 設 災 害
35億円 8.5億円

災 害 関 連 工 事
8.9億円

※令和４年度は当初予算と令和３年度からの繰越明許費の合計、令和５年度は中期財政計画の数値
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新型コロナウイルス感染症対策

　３回目のワクチン接種や５歳から11歳までの小児接種を進めるなど、感染拡大防止に取り組みます。
　また、第６波の感染拡大を受け大きな打撃を受けた市内経済に対し、回復のための施策を講じます。

 ■新型コロナウイルスワクチン接種�

　1億2,426万円【令和３年度繰越】　
（健康福祉部ワクチン接種対策室）

　３回目のワクチン追加接種は、接種間隔を６ヵ月
に前倒しし、雲南医師会などの協力により実施しま
す。
　併せて５歳から11歳までの小児接種を実施しま
す。

 ■生活費用給付金支給事業�

　600万円　（健康福祉部健康福祉総務課）

　新型コロナウイルス感染症の影響により日常生活
の維持が困難となった世帯で、国の「総合支援資金」
の貸し付けを受けた世帯に対し生活費用を支給し、
生活再建に向けた支援を行います。

 ■新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金�

　300万円　（健康福祉部健康福祉総務課）

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する
中、すでに貸付額が上限に達したなど国の貸付制度
が利用できない世帯に対し、支援金を支給します。

 ■電子地域通貨導入支援事業�

　6,600万円　（産業観光部商工振興課）

　市内経済の消費喚起および非接触によるキャッ
シュレス決済やデジタル化対応などを目的に、雲南
市商工会が実施するスマートフォンによる電子決済
機能を利用した地域通貨導入を支援します。

 ■地域農産物高付加価値化推進事業�

　1,550万円　（産業観光部道の駅再生推進室）

　アフターコロナを見据えて、地域農産物を使った
新たな商品やサービスの開発、改良を支援します。

 ■スポーツ団体活動再開支援事業�

　290万円　（教育委員会社会教育課）

　新型コロナウイルス感染症の影響により活動が制
限されているスポーツ少年団に対し活動継続・再開
を支援します。

 ■演劇によるまちづくり活動再開支援事業�

　260万円　（教育委員会文化財課）

　新型コロナウイルス感染症の影響により活動が制
限されている演劇によるまちづくり実行委員会への
活動再開支援として、ＪＲ木次線をテーマとした市
民演劇の制作・上演に対し助成します。
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地方創生・人口減少対策 

 ■定住推進住宅改修助成事業�

　700万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　民間事業者が空き家を改修し、ＵＩターン者用と
して賃貸住宅を整備する場合に、改修費の助成を行
います。

 ■子育て世帯定住宅地購入支援事業�

　2,000万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　市内に定住しようとする子育て世帯が、住宅建築
を目的に民間売買により宅地を購入する際に、購
入費の1/10を助成します。今年度より補助上限を
100万円に引き上げます。

 ■三世代同居住宅改修支援事業�

　240万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　子育て世帯を含む三世代が同居する際の住宅改修
費用を助成します。今年度より対象地域を市内全域
に拡充します。

 ■民間賃貸住宅家賃助成事業�

　384万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　市外から市内事業所に通勤している方または新婚
世帯が、新たに市内の民間賃貸住宅に入居する場合
に家賃の助成を行います。

 ■若者結婚・子育て応援事業�

　80万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　若いうちから結婚や子育てに関心をもってもらう
ため、高校生など若い世代に向けたセミナーやライ
フプランを考えるイベントを企画します。

 ■雲南市ふるさと定住推進協議会運営事業�

　240万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　お試し暮らし体験プログラムの実施など雲南市の
魅力を生かした移住定住の促進に加え、積極的な情
報発信を行い、定住人口・関係人口の拡大に取り組
みます。

 ■東京23区からの移住支援事業�

　260万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　東京23区から雲南市へ移住し、中小企業へ就職
または起業した方やテレワークを行う方に対し、単
身の場合は60万円、世帯の場合は100万円を助成
します。さらに今年度より18歳未満の世帯員１人
あたり最大30万円の加算を行います。

 ■高校卒業生とのつながり創出事業�

　300万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　県外へ進学した市内出身学生のＵターンを促進す
るため、高校卒業時から就活期までふるさとや同級
生とのつながりを感じ続けることができるコミュニ
ティを構築し、定期的な情報発信やプログラムの提
供を行います。

 ■特定地域づくり事業協同組合支援事業�

　1,007万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　マルチワーカーの派遣に取り組む特定地域づくり
事業協同組合の運営支援を行い、地域に根差した地
元産業の担い手確保につなげます。

　重要課題に位置付ける「人口減少対策」に一層注力し、中長期を見据えて確実な成果に結びつく取り
組みを進め、将来的な人口の安定化をめざします。
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地方創生・人口減少対策 施策別予算額

　施策別の令和４年度一般会計当初予算です。
　道路の整備、農業の振興、林業の振興が前年に比べて大幅に増額しているのは、市道や農地などの災
害復旧事業費が含まれているためです。
　そのほか、消防防災対策の推進、学校教育の充実、生涯スポーツの振興、地域文化の振興、観光の振
興などの事業費の増額を図りました。

Ⅰ�　みんなで
築くまち

市民が主役のまちづくりの推進 5億2,517万円5億2,517万円

移住・定住の推進 6,355万円6,355万円

市民と行政の情報の共有化 1,295万円1,295万円

男女共同参画の推進 105万円105万円

時代にあった行政サービスの実現 8億882万円8億882万円

職員の育成 1,272万円1,272万円

計画的なまちづくり 2億9,290万円2億9,290万円

健全財政の維持 2億7,489万円2億7,489万円

Ⅱ�　安全・安
心で快適な
まち

都市・住まいづくりと土地利用の推進 6億7,001万円6億7,001万円

環境の保全・創造 6億3,738円6億3,738円

地域情報化の推進 7,842万円7,842万円

道路の整備 32億5,751万円32億5,751万円
公共交通ネットワークの充実 ２億8,180万円２億8,180万円

上水道の整備 4億3,033万円4億3,033万円

下水道の整備 14億1,500万円14億1,500万円

消防・防災対策の推進 14億156万円14億156万円

交通安全の推進 1,370万円1,370万円

防犯対策・消費者自立支援の推進 638万円638万円

Ⅲ�　支えあい
健やかに暮
らせるまち

地域医療の充実
20億5,666万円20億5,666万円

健康づくりの推進 2億2,898万円2億2,898万円

高齢者福祉の充実 11億9,557万円11億9,557万円

障がい者（児）福祉の充実 14億7,170万円14億7,170万円

生活困窮者の支援 2億9,567万円2億9,567万円

地域福祉の充実 2億3,894万円2億3,894万円

子育て支援の充実
22億6,042万円22億6,042万円

Ⅳ�　ふるさと
を学び育つ
まち

学校教育の充実 14億3,267万円14億3,267万円

生涯学習の推進 1億8,565万円1億8,565万円

青少年健全育成の推進 2,952万円2,952万円

平和と人権の尊重 3,042万円3,042万円

生涯スポーツの振興 1億8,077万円1億8,077万円

地域文化の振興 5億3,214万円5億3,214万円

Ⅴ�　挑戦し活
力を産みだ
すまち

起業・就業支援の充実 1,554万円1,554万円

地域資源を活かした産業の創出 3,477万円3,477万円

農業の振興 26億401万円26億401万円
林業の振興 2億5,952万円2億5,952万円

観光の振興 2億6,907万円2億6,907万円

商工業の振興 2億6,388万円2億6,388万円

施策外 議会、監査委員会、公平委員会、選挙 4,736万円4,736万円

令和４年度 　　
令和３年度 　　

※人件費、公債費、予備費を除きます。　※グラフ内の数字は、令和４年度当初予算額です。

5 10 15 20 25（億円）

令和３年度の約２．６倍

令和３年度の約２．８倍
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施策別主要事業

Ⅰ　みんなで築くまち《協働・行政経営》�

 ■地域の担い手育成事業補助金�

　200万円　（政策企画部地域振興課）

　地域自主組織が取り組む担い手育成や次世代によ
る地域活動の創出につながる事業に対する補助制度
を創設し、地域主体の担い手育成を支援します。

 ■地域づくり活動等交付金�

　2億9,205万円　（政策企画部地域振興課）

　地域自主組織（30組織）の地域づくり活動を支
援するため、必要な経費を地域自主組織へ交付しま
す。

 ■交流センター整備事業�

　1,085万円　（政策企画部地域振興課）

　まちづくりの活動拠点として交流センターを計画
的に整備します。今年度は波多、幡屋、民谷交流セ
ンターの整備に着手します。また、大東交流センター
の調理室整備に向け実施設計を行います。

 ■企業チャレンジ推進事業�

　1,802万円　（政策企画部政策推進課）

　社会課題の解決をめざす企業などと協働し、地域
自主組織や市内事業者等とともに地域課題解決に資
する新事業の創出を図ります。

 ■広報・広聴活動・ホームページ運営事業�

　870万円　（政策企画部広報広聴課）

　市報うんなん、ホームページなどを通じ、行政情
報を提供します。今年度は新たに広報官を設置し、
情報発信力の強化に努めます。

 ■ふるさと納税推進事業�

　1億6,211万円　（政策企画部政策推進課）

　雲南市のまちづくりに共感していただける市内外
の皆さんの想いを寄附金として受け入れ、その意向
に基づいた政策の実現を図ります。
　令和３年度は約2.3億円のふるさと納税をいただ
きました。

 ■公共施設解体撤去事業�

　1億3,532万円　（総務部管財課）

　建物の解体耐用年数超過や耐震基準を満たさない
ことなどを理由に継続利用が困難と判断した施設
を、順次解体撤去します。今年度は、旧掛合総合セ
ンターや掛合ふるさと活性化センターなどの解体を
予定しています。
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 ■地籍調査事業�

　1億6,219万円　（市民環境部国土調査課）

　市民の皆さんの財産である土地の境界、所有者、
地目などを調査、確認し、正確な情報とするための
地籍調査事業です。今年度は大東町篠淵地区、三刀
屋町古城地区、中野地区、六重地区の調査を進めま
す。

 ■脱炭素社会構築推進事業�

　939万円　（市民環境部環境政策課）

　令和32年までの脱炭素社会の構築のための実行
計画づくりに着手します。
　また、市全体で取り組みを展開していくための体
制を強化します。

 ■尾原ダム完成10周年記念事業�

　100万円　（政策企画部地域振興課）

　今年度に尾原ダムが完成10周年を迎えるため、
記念式典などを実施します。

 ■ケーブルテレビ伝送路（FTTH）整備事業�

　7億4,991万円【令和３年度繰越】　
（総務部情報システム課）

　令和２年度から開始したＣＡＴＶ伝送路の光ファ
イバー網整備は、令和３年度までに市内全域の幹線
工事および吉田町・掛合町の宅内引込工事がおおむ
ね完了しました。今年度以降は残る４町の宅内引込
工事を進めていきます。

 ■高速道路整備関連事業�

　3億3,484万円　（建設部都市計画課）

　令和２年１月に着手した雲南加茂スマートイン
ターチェンジは、今年中の開通に向け整備を進めま
す。

 ■木次線利活用推進協議会負担金�

　340万円　（政策企画部うんなん暮らし推進課）

　沿線自治体および関係団体で組織する「木次線利
活用推進協議会」によりＪＲ木次線の利用促進の取
り組みを進めます。

 ■災害時相互支援体制構築事業�

　2,830万円　（防災部防災安全課）

　Ｂ＆Ｇ財団の支援を受け、大規模災害発生時に迅
速な対応ができるよう防災倉庫の設置、油圧ショベ
ルなどの機材の導入および操作訓練等人材育成研修
を行い、防災体制を強化します。

Ⅱ　安全・安心で快適なまち《定住環境》�

尾原ダム完成10周年記念
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Ⅲ　支えあい健やかに暮らせるまち《保健・医療・福祉》�

 ■がん検診・結核検診事業�

　2,842万円　（健康福祉部保健医療介護連携室）

　休日集団セットがん検診の対象年齢上限を、今年
度から74歳までに拡大し、利便性と受診率の向上
を図ります。

 ■人工透析医療通院送迎支援補助金�

　233万円　（健康福祉部健康づくり政策課）

　市内透析医療機関が実施する通院送迎サービスに
対し走行距離に応じた費用を助成します。

 ■身体教育医学研究所事業�

　1,291万円　（健康福祉部身体教育医学研究所）

　障がいの有無にかかわらず参加できる「ボッチャ」
などのユニバーサルスポーツを、地域自主組織など
と連携しながら普及啓発に取り組みます。

 ■予防接種事業�

　1億175万円　（健康福祉部健康推進課）

　感染症の予防を目的として、予防接種法に基づき
乳幼児、学童および高齢者インフルエンザ等の定期
予防接種を行います。

 ■シルバー人材センター補助金�

　1,661万円　（健康福祉部健康福祉総務課）

　雲南市シルバー人材センターの活動に対して補助
を行います。今年度は就労機会拡大のためのコー
ディネーター配置に対し、補助を拡大しています。

 ■民生児童委員協議会事業�

　1,208万円　（健康福祉部健康福祉総務課）

　雲南市民生児童委員協議会などの活動に対し補助
を行います。民生委員・児童委員および主任児童委
員の任期が、本年11月30日をもって満了となり、
改選となります。

 ■保育士等処遇改善臨時特例事業補助金�

　2,174万円　（子ども政策局子ども政策課）

　今年２月から９月までの間、職員に対して３％程
度の賃金改善を行う保育施設などに対して、必要な
費用を助成します。

 ■児童虐待対策事業�

　41万円　（子ども政策局子ども家庭支援課）

　児童虐待防止対策の取り組みを行います。併せて
ヤングケアラーに関する研修会を開催し、関係機関
の認識を深め、適切な支援につなぎます。
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 ■小中学校トイレ感染症対策事業�

　9,950万円　（教育委員会教育総務課）

　新型コロナウイルス感染防止対策として、市内小
中学校の和式トイレについて、100基程度の洋式化
工事などを実施します。

 ■児童生徒タブレット活用推進事業�

　5,512万円　（教育委員会学校教育課）

　令和３年度に市内全小中学校に導入した学習用タ
ブレットの日常的な活用を図ります。

 ■地域とともにある学校づくり推進事業�

　2,932万円　（教育委員会キャリア教育政策課）

　学校と地域の創意工夫による中学校区ごとの実情
に応じた特色ある教育活動を推進します。

 ■社会体育施設耐震化事業�

　2,939万円　（教育委員会社会教育課）

　大東体育文化センター、木次体育館、掛合体育館
の耐震診断を実施し、今後の施設整備方針を決定し
ます。

 ■文化施設修繕事業�

　4億1,487万円　（教育委員会文化財課）

　供用開始後30年を経過し老朽対策が必要な木次
経済文化会館チェリヴァホールの大規模改修を行い
ます。和式トイレは洋式化し感染症対策を講じます。
　同じく設備が老朽化している加茂文化ホールラ
メールについても改修方法にかかる検討を進めま
す。

 ■たたら山内保存修理事業�

　7,510万円　（教育委員会文化財課）

　経年による劣化が著しい重要有形民俗文化財「菅
谷たたら山内」（国指定）の保存修理工事を実施し
ます。
　現在着手中の「三軒長屋」工事は、平成30年度
から実施し、今年度中に完了の予定です。

 

Ⅳ　ふるさとを学び育つまち《教育・文化》�
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Ⅴ　挑戦し活力を産みだすまち《産業》�

 ■雲南市観光協会補助金�

　4,665万円　（産業観光部観光振興課）

　ＪＲ木次線やたたらをはじめとした地域資源を生
かした広域観光を推進します。本年１月にＪＲ西日
本から職員派遣を受け入れ、（一社）雲南市観光協
会の体制を強化して取り組みます。

 ■道の駅等の既存観光施設活性化推進事業�

　570万円　（産業観光部道の駅再生推進室）

　市内４ヵ所の道の駅の魅力化による集客向上を図
るための対策を整理し、活性化ビジョンにまとめま
す。

 ■産直物流改革実証事業�

　120万円　（農林振興部農政課）

　営農組織と連携して産直店舗への物流や出荷体制
の効率化を通じて、農家の収益性向上につなげる取
り組みの実証および検証を行います。

 ■地域農業サポート支援事業補助金�

　490万円　（農林振興部農政課）

　農地を守り、地域を維持するために農業を継続し
ている小規模農家に対し、共同で機械や施設などを
整備する経費の一部を助成します。

 ■農作物鳥獣被害対策事業補助金�

　1,000万円　（農林振興部林業畜産課）

　農作物の鳥獣被害防止のために設置される防護柵
などの経費の一部を助成します。

 ■全国和牛能力共進会対策事業補助金�

　500万円　（農林振興部林業畜産課）

　10月に鹿児島県で開催される第12回全国和牛能
力共進会に雲南市から島根県代表牛として出品する
ための対策を図ります。

 ■森林整備推進事業費補助金�

　2,491万円　（農林振興部林業畜産課）

　森林所有者の負担を軽減し森林整備を促進するこ
とを目的に、造林、保育、作業道整備および里山整
備に要する経費を支援します。
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Ⅴ　挑戦し活力を産みだすまち《産業》�
資料編（会計別当初予算）

（単位：千円、％）

歳入　款 令和４年度 令和３年度 増　　減
Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ 増減率

市税 3,835,096 12.2 3,714,801 13.6 120,295 3.2
分担金・負担金 279,625 0.9 285,376 1.0 △ 5,751 △ 2.0
使用料・手数料 274,913 0.9 267,046 1.0 7,867 2.9
繰入金 1,566,209 5.0 1,049,294 3.8 516,915 49.3
諸収入 558,283 1.8 598,312 2.2 △ 40,029 △ 6.7
財産収入等 321,260 1.0 286,601 1.0 34,659 12.1
地方交付税 13,000,000 41.2 13,030,000 47.6 △ 30,000 △ 0.2
地方譲与税等 1,197,000 3.8 990,000 3.6 207,000 20.9
国庫支出金 3,741,767 11.9 2,573,689 9.4 1,168,078 45.4
県支出金 2,757,047 8.7 1,743,981 6.4 1,013,066 58.1
市債 3,998,800 12.7 2,830,900 10.3 1,167,900 41.3

歳　入　合　計 31,530,000 100.0 27,370,000 100.0 4,160,000 15.2

  一般会計当初予算　

歳出　款 令和４年度 令和３年度 増　　減
Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ 増減率

議会費 181,951 0.6 195,419 0.7 △ 13,468 △ 6.9
総務費 4,195,243 13.3 4,468,398 16.3 △ 273,155 △ 6.1
民生費 6,580,954 20.9 6,582,745 24.1 △ 1,791 △ 0.0
衛生費 3,376,544 10.7 3,632,936 13.3 △ 256,392 △ 7.1 
労働費 70,198 0.2 77,027 0.3 △ 6,829 △ 8.9
農林水産業費 2,396,728 7.6 2,262,769 8.3 133,959 5.9
商工費 583,563 1.9 490,568 1.8 92,995 19.0
土木費 2,511,630 8.0 2,574,988 9.4 △ 63,358 △ 2.5
消防費 1,058,200 3.4 1,025,690 3.7 32,510 3.2
教育費 2,846,631 9.0 2,201,862 8.0 644,769 29.3
災害復旧費 3,983,889 12.6 37,000 0.1 3,946,889 10,667.3
公債費 3,724,469 11.8 3,800,598 13.9 △ 76,129 △ 2.0
予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0 

歳　出　合　計 31,530,000 100.0 27,370,000 100.0 4,160,000 15.2

  特別会計　…使用料など特定の収入で特定の事業を行う場合に、一般会計とは別に設ける会計

  企業会計　…民間企業と同じように、事業収益で運営する会計

会　計　名 令和４年度 令和３年度 増　減 増減率
国民健康保険事業特別会計 4,643,000 4,271,500 371,500 8.7
後期高齢者医療事業特別会計 1,198,000 1,177,000 21,000 1.8
農業労働災害共済事業特別会計 5,700 4,300 1,400 32.6
生活排水処理事業特別会計 1,235,000 1,322,000 △ 87,000 △ 6.6
財産区特別会計 419 458 △ 39 △ 8.5

合　　　計 7,082,119 6,775,258 306,861 4.5

会　計　名 収益的支出 資本的支出
令和４年度 令和３年度 増減率 令和４年度 令和３年度 増減率

水道事業 1,208,732 1,252,292 △ 3.5 811,199 771,656 5.1
工業用水道事業 31,254 46,365 △ 32.6 33,473 35,217 △ 5.0
下水道事業 927,135 851,467 8.9 848,325 741,202 14.5
病院事業 5,295,521 5,198,195 1.9 476,852 412,911 15.5

合　　　計 7,462,642 7,348,319 1.6 2,169,849 1,960,986 10.7

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）
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持続発展する雲南市をめざして（財政見通し）
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収支不足（財調・減債基金取り崩し）
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（単位：億円）
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102.9 99.1

68.2
74.4
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90.6

62.3

112.8 110.8  105.6 

  中期財政計画　
　中期財政計画は、雲南市総合計画の着実な実施に向けて、中期的な財政収支の見通しを立て、限られ
た財源を有効に活用し、健全で総合的な行財政運営を行うための指針となるものです。
　この計画は、現実的な期間として５年間を設定して策定し、国・県の動向などの最新情報をもとに、
毎年見直しを行っています。
　今回策定した令和４年度から８年度では、人口減少等に伴う地方交付税の減額が見込まれるため、計
画期間中の収支不足は現状では解消されていません。収支不足をこれ以上拡大させないよう、経費全般
にわたり見直しを図る必要があります。

  基金残高　
　基金には、収入の不足を補うための「財政調整基金」、借金の返済に充てられる「減債基金」や、特
定の目的（事業）を実施するために積み立てられる17種類の「特定目的基金」があります。

※Ｒ２は決算額、Ｒ３以降は見込み額です

※Ｈ29からＲ２は決算額、Ｒ３以降は見込み額です
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持続発展する雲南市をめざして（財政見通し）
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市債現在高建設事業費

年度（単位：億円）

建設事業費と市債（借金）現在高【普通会計】

普通建設事業費 市債残高
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実質公債費比率（３年平均）（単位：%）

年度

  建設事業と市債現在高　
　建設事業は道路や上下水道、学校その他公共施設などの整備事業のことです。これらの整備には一度
に多額の資金が必要なことや、これから先、長年にわたって利用されることから市債（借入金）により整
備されることがほとんどです。このことから、建設事業と市債現在高には密接な関係があるといえます。
　建設事業は生活の基盤であると同時に、市内の産業を支える重要な役割もあります。これら建設事業
と市債の返済のバランスを上手に取ることが必要です。
　雲南市は合併以来、市債現在高を減らすように努めてきましたが、依然として多額の返済が必要です。
毎年の借金返済額が減り、市の財源に余裕ができれば、新たな事業への取り組みが可能になります。

  実質公債費比率　
　普通会計（一般会計+農業労働災害共済事業特別会計）に一部事務組合や公営企業会計などの公債費
部分への補助・負担金、繰出金などを加えた市債（借入金）の返済額についての比率で、財政指標の一
つです。
　この比率の３年平均値が18％以上になると新たな市債の発行が協議制から許可制になり、25％以上
になると市債の発行が制限され、財政健全化計画を策定し早期是正を図る必要があります。

※Ｈ29からＲ２は決算額、Ｒ３以降は見込み額です

※Ｈ29からＲ２は決算額、Ｒ３以降は見込み額です
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電話番号一覧（市外局番はすべて 0854）
部　局　名 課　　　名 電話番号

政策企画部

政策推進課 40-1011

地域振興課 40-1013

うんなん暮らし推進課 40-1014

広報広聴課 40-1015

総務部

総務課

40-1021秘書室

行財政改革推進室

災害復興調整室 40-1021

人事課 40-1024

財政課 40-1023

管財課 40-1025

情報システム課 40-1101

人権推進室 42-1767

防災部

防災安全課

40-1027くらし安全室

原子力防災対策室

市民環境部

市民生活課 40-1031

環境政策課 40-1033

税務課 40-1034

債権管理対策課 40-1035

国土調査課 40-1105

健康福祉部

健康福祉総務課 40-1041

長寿障がい福祉課 40-1042

保健医療介護連携室 40-1095

健康づくり政策課 40-1040

健康推進課 40-1045

ワクチン接種対策室 40-1043

身体教育医学研究所うんなん 49-9050

子ども政策局
子ども政策課 40-1044

子ども家庭支援課 40-1067

農林振興課

農政課 40-1051

林業畜産課 40-1050

農林土木課 40-1053

農林災害復興チーム 40-1081

産業観光部

商工振興課 40-1052

産業施設課 40-1053

観光振興課
40-1054

道の駅再生推進室

部　局　名 課　　　名 電話番号

建設部

建設総務課 40-1061

建設工務課 40-1063

公共災害復興チーム 40-1062

都市計画課 40-1064

空き家対策室 40-1066

建築住宅課 40-1065

会計課 会計課 40-1091

議会事務局 総務課 40-1004

監査委員 事務局 40-1005

農業委員会 事務局 40-1092

教育委員会

教育総務課 40-1071

学校教育課 40-1072

社会教育課
40-1073

スポーツ文化振興室

人権教育室 42-1767

キャリア教育政策課 40-1074

文化財課 40-1075

水道局
上下水道部

総務課 42-3473

営業課 42-5322

工務課 40-0163

下水道課 42-3471

大東総合センター
自治振興課 43-8160

市民福祉課 43-8162

加茂総合センター
自治振興課 49-8601

市民福祉課 49-8612

木次総合センター
自治振興課 40-1080

市民福祉課 40-1083

三刀屋総合センター
自治振興課 45-2111

市民福祉課 45-9501

吉田総合センター
自治振興課 74-0211

市民福祉課 74-0215

掛合総合センター
自治振興課 62-0300

市民福祉課 62-0056

雲南市役所		  本庁舎所在地：〒 699-1392　雲南市木次町里方 521-1
			   代表電話番号：0854-40-1000
		  　代表メールアドレス：unnan-city@city.unnan.shimane.jp
				     URL：https://www.city.unnan.shimane.jp/


